令和８年度　第２回　長泉町行財政変革会議
－議事録骨子－

日時：令和８年５月15日（金）９：30～11:30
場所：長泉町役場西館４階大会議室

出席委員
小泉祐一郎委員、中村健委員、千葉寿子委員、中山勝委員、堀部かすみ委員
（以上５名）

２．協議事項（住民サービス水準の適正化）
〇下記の資料を事務局から説明
・資料１　　受益者負担の公平性の確保について
・別冊資料　公共施設の減免について（減免種別の定義）

〇委員からの主な意見
補助金、交付金について
・町の経営戦略に関わるものであり、町のスタンスを明確にしておく必要がある。
・事業費補助金には所得制限を設けるなどの見直しも検討してみてはどうか。
・団体運営費補助金は、一般論としてではあるが特定の分野の業務を行政からお願いして設立した団体もあると思われる。
・団体運営費補助金は、準公務員の賃金に充てられるのはどうなのかと考える。
　アウトカムなどの成果が減っている団体運営費補助金は、補助額が減っていないケースについて、自立が促せているのか疑問も残る。団体の運営実態も変遷がある中で、補助金の当初の目的や効果に見合っているのか、検証は必要であると考える。
・当町はサービスに手厚い町というイメージと実体がある。補助金の交付要件を厳しくしてもいいのでは。
・補助金・交付金、使用料、減免の見直しについては、できるところから着手し、優先順位を付けて実施すべきと考える。
・公共施設の使用料改定、減免規定見直しは取り組みやすく、優先して取り組むべき。補助金は政策的なので熟議が必要であるため、時間を要すると考える。

公共施設の使用料について
・公共施設使用料の改定がない状況については、消費税等の社会動向が変化する中でも、積極的に見直すべきものであると考える。
・他市町と比較して使用料の金額に乖離があるところは、他市町並みにすべきであると考える。他市町の使用料との乖離状況をしっかりと説明すれば、利用者の納得は得られると思う。
・消費増税や物価上昇の中、公共施設の維持管理経費も上昇している一方の中で、使用料の見直しは必然であると考える。施設の維持管理費も上昇している中で、使用料の改定がないのはアンバランスであると思う。適正な維持管理をするための適正な使用料であるべきであると考える。
・敢えて一般論と異なる考え方をするならば、使用料の安さによる稼働率向上という政策もあろうかと思う。町の歳入構成は住民税や固定資産税が大勢を占めている。住みやすさを強調するなら、公共施設使用料が安くても、住民サービス向上で住んでもらって税収を増やすベクトル・戦略とすることも考えられる。
・前回会議で出た意見のとおり、生活圏として近隣の公共施設と機能が重複しているなら、近傍同種施設と足並みを揃える考え方はあってもいいのではないかと思う。
・県の公共施設使用料は、算定式に基づいて３年ごとに見直す仕組みを構築してある。
　使用料を上げる、上げないの判断は後で良いが、そもそも見直しの有無を定期的に判断するルールづくりは必要であると考える。
・無料というのは非常に問題であり。安易に少人数で使われたり、予約なども気軽に安易に行われたりなどする場合がある。
・公共施設の収支を可視化して、住民の皆様と情報共有し、住民理解を促すことも重要ではないかと思う。。
　何のために補助金削減、使用料増加するのか、生まれた財源をどうしていくのか、客観的で納得性のある理由の説明、そして住民の皆様の納得はセットで必要であると考える。

公共施設の減免について
・減免は、自治体ごと政策的な側面が色濃く出る部分であり、政策的にどのような方向性を目指すのかによるものである。
・減免に関しては年に一度、町民団体であるかの申請に基づき確認はされているが、毎回の厳格な審査（利用ごとなど）していいだけの恩恵はある制度だと言える。
・補助金は数字的に団体決算などで見えているが、安価な公共施設使用料や減免規定による利用団体側の恩恵を受けている部分が金額として明らかになっていないため、あまり団体側がその状況を認識していないところに問題があるのではないかと思う。
・減免規定はあるにせよ100％減免（無料）は少なくしていいのではないか。前述の公共施設使用料についてでも触れたが、安易な使用や予約を招くものである。受益者負担を明確にして利用者からいただくべきであると考える。
・一般論として、公共施設使用料は利用者実態も含めシニアに手厚い傾向にある。納税額が多い生産年齢人口からすると、忙しい世代で施設も使えていないことから世代間ギャップを生む可能性がある。
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